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1．はじめに

総務省統計局が 2019 年 4 月 12 日に公表した「人
口推計（2018 年（平成 30 年）10 月 1 日現在）」による
と，総人口は 1 億 2644 万 3 千人で，前年に比べ 26
万 3 千人減少した。2018 年の増減率は－0.21％で過
去最大となった。年齢別にみると，15 歳未満は
1,541 万 5 千人で過去最低となり，生産年齢人口の
15 歳～ 64 歳は 7,545 万 1 千人で 1950 年以降過去最
低となった。一方で，65 歳以上は 3,557 万 8 千人で
過去最高となり，70 歳以上は初めて全体の 2 割を
超えた。地域別にみると，47 都道府県のうち，40
道府県で人口が減少しており，人口増加した 7 都県

（東京，沖縄，埼玉，神奈川，愛知，千葉，福岡）に
おいても，自然増加（出生から死亡を差し引いた数
がプラス）したのは沖縄県のみで，他の 6 都県は，
自然減少よりも社会増加（転入から転出を差し引い
た数がプラス）の数が大きいゆえに人口増加となっ

ている。日本は人口急減社会であり，超高齢化社会
になっており，地域格差はあるが，ほぼ自然増加は
期待できない状況になっている。

また，人口減少は様々な問題を引き起こしてい
る。小野（2019）は，人口の減少がもたらす問題とし
て，自治体行政における財政収支の逼迫，地域経済
においては労働力と消費の両面における縮小が地域
の経済成長を抑え，産業の活力を奪うことにつなが
り，とりわけ人口密度の低下が進む集落・地域にお
いて公共サービス提供や共同体維持の困難，空き家
や耕作放棄地の増大が考えられ，さらには集落消滅
や無居住化の可能性もあるとしている。これらの問
題は人口が増えれば（元に戻れば）解決する問題なの
だろうか。朝日新聞デジタルの 2019 年 5 月 29 日の
記事によると，自民党の加藤寛治衆院議員が 2018
年 5 月に，所属する同党細田派の会合で「必ず新郎
新婦に 3 人以上の子どもを産み育てて頂きたいとお
願いする」と発言してその後撤回したほか，2019
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進めることが求められる。基礎自治体レベルで将来の社会の様子を予測する「未来カ
ルテ」に，資本基盤の種別ごとに必要となるケア労働量を示す「単位あたり投下労働
量」を組み入れることで，持続可能な地域社会の実現に必要な労働量の計算が可能と
なり，その労働量を確保するための政策に反映させることができる。本稿では各種調
査や統計データ等を参照して，人的資本基盤，自然資本基盤，人工資本基盤における
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年 5 月には同じく自民党の桜田義孝衆院議員が同党
参院議員のパーティーで「お子さん，お孫さんには
子供を 3 人くらい産むようお願いしてもらいたい」
などと発言して後日撤回したという。これは多数の
メディアや SNS などでも話題になった。おそらく，
この 2 人の政治家に悪意はなく，「人口減少・少子
高齢化に伴う問題を解決するためには，人口が増え
れば＝もっと子どもが生まれれば＝女性がもっと子
どもを産んでくれればよいのに」と思って発しただ
けなのかもしれない。しかし，世の中の批判は大き
く，メディアも連日批判を報道したことは，いかに
現代の日本社会において，子どもを産み育てる環境
整備が整っていないか，子どもを増やして人口を増
やすことが難しいかを示している。

諸富（2018）は「人口減少は必ずしもネガティブな
側面ばかりではないだけでなく，むしろ日本の都市
が戦後ずっと悩まされてきた，過密問題を一挙に解
決できるチャンス，とすらとらえられるかもしれな
い」と述べて，成長型の都市経営から成熟型の都市
経営の移行を提案している。広井（2018）も「高度成
長期に日本の都市は良くも悪くもアメリカの都市を
モデルに自動車中心に作られてきましたが，高齢化
をチャンスにして，街の在り方を歩行者や地域住民
中心のものに転換してゆくことが課題だろうと考え
ます」として，人口減少社会は希望であるとしてい
る。山崎（2016）は著書のタイトルに「縮充する日本」
という言葉を使った。これは山崎が日本の未来を考
えるときに使っている言葉で，「人口や税収が縮小
しながらも地域の営みや住民の生活が充実したもの
になっていくしくみを僕らは編み出さなければなら
ない時期を迎えている」と述べている。

日本の人口減少に伴う少子高齢化は社会に様々な
問題を引き起こしており，これからも課題は山積み
である。しかし，人口を増やすことも難しい世の中
になっている上に，人口が増えれば解決するという
単純なことではない。人口減少をチャンスと捉え，
地域において人口が縮小する中で持続可能な社会と
なるためにはどうすればよいのかを考え，対策して
いくことが急務と考える。それには，それぞれの地
域における人口の減少の仕方にある特徴や産業・経
済・資源などの特徴を踏まえた上で対策をとること
が重要で，そのために，それぞれの自治体で資本基
盤の現状と将来残すべき資本基盤量に応じた将来の
ケア労働充足率を推計し，地域独自の政策を進める
必要がある。なお，「ケア労働」の定義について，
倉阪（2019）によれば「「ケア労働」とは，なんらか
の有用性を提供するメカニズムを備えた存在であっ
て，人の手によってそのメカニズムの維持・改善が
可能なものを対象として，そのメカニズムの維持・
改善をつうじて，単位時間あたりに提供できる有用
性を増加させ，また，有用性を提供できる期間を延
ばすために投下される労働」と定義されている。具

体的には人的資本基盤に対しては，保育，介護，教
育，医療といった分野，人工資本基盤に対しては，
耐久消費財や建造物に関する修理・リフォームを行
うサービス全般，自然資本基盤に対しては，農地，
森林，漁場などのケアを行う労働全般が含まれる。

本稿では，持続可能な社会の形成に向けた政策を
検討するツールとして，共著者の倉阪が開発してい
る「未来カルテ」をとりあげる。これは，様々な統
計データを使って，基礎自治体レベルの産業構造の
変化や，公共施設，農地の維持管理など，約 10 分
野の項目をシミュレーションし，2040 年までの予
測を表示することができるツールで，自治体が「人
口減少・高齢化」のインパクトを実感できるもので
ある。ここに，新たなパラメーターとして，保育，
介護といったサービス，農業や漁業，建設などに必
要な「単位あたり投下労働量」を入れることができ
れば，それぞれの地域の資本基盤量別に必要なケア
労働量を計算することができる。そして，将来にわ
たって持続させるべき資本基盤をケア・メンテナン
スするために必要な労働量がわかれば，より具体的
な政策に反映させることができると考えている。ま
ず，第 2 章で人口減少社会における持続可能な社会
の概念について先行研究をレビューし，第 3 章で未
来カルテの各分野における「単位あたり投下労働
量」を算出していく。

2．人口減少社会における持続可能な社会

人口減少が生じた理由について筧（2015）は，社会
環境，経済状況，日本人の価値観，ライフスタイル
など様々な要因が複雑に絡み合った結果としつつ，
それら全てがつながる 3 大要因があるとして，①既
婚率の低下，②夫婦あたり出生数の減少，③若年女
性の絶対数の減少を挙げている。また，この状況を
解決するための提言として，「女性中心の小さな経
済をつくる」「縁をふかめるローカルシステムを築
く」「会社員女性をハッピーに」「ふるさと愛を最大化
する」「非地位財型幸福をまちづくりの KPI に」と
いう 5 つの提言をまとめている。筧は人口減少問題
の解決策として，人口を増加させる対策を考えてい
る。しかし，先述の人口推計にもあるように，沖縄
県以外は自然増加していない中で，既婚率を上げて
夫婦あたりの出生数を増やすことで，人口増加に期
待するというだけでは，人口減少のスピードに対し
て対応が遅いといえる。

2017 年に国立大学法人京都大学と株式会社日立
製作所が「AI の活用により，持続可能な日本の未
来に向けた政策を提言」というニュースリリースを
発信した（日立製作所，2017）。この研究は，持続可
能な日本の未来には必要な政策を提言するために
AI 技術を使って，①人口や出生率，②財政や社会
保障，③都市や地域，④環境や資源，⑤雇用の維持，
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⑥格差の解消，⑦人間の幸福，⑧健康の維持・増進
の 8 つの観点から，「少子化」や「環境破壊」など
の 149 個の社会要因に関する因果関係モデルを構築
し，2018 年～ 2052 年の 35 年間の未来シナリオ予
測を約 2 万通り行い，代表的なシナリオのグループ
を 23 個に分類した。その結果，「都市集中シナリオ」
と「地方分散シナリオ」で大きく傾向が分かれたと
いう。都市集中シナリオは「主に都市の企業が主導
する技術革新によって，人口の都市への一極集中が
進行し，地方は衰退する。出生率の低下と格差の拡
大がさらに進行し，個人の健康寿命や幸福感は低下
する一方で，政府支出の都市への集中によって政府
の財政は持ち直す」，一方，地方分散シナリオは「地
方へ人口分散が起こり，出生率が持ち直して格差が
縮小し，個人の健康寿命や幸福感も増大する」とい
うものである。持続可能な社会を目指すには地域分
散シナリオが望ましい。ただし，この研究の結果，
8 年～ 10 年後までに都市集中型か地方分散型かの
分岐が発生するため，「地方分散シナリオへの分岐
を実現するには，労働生産性から資源生産性への転
換を促す環境課税，地域経済を促す再生可能エネル
ギーの活性化，まちづくりのための地域公共交通機
関の充実，地域コミュニティを支える文化や倫理の
伝承，住民・地域社会の資産形成を促す社会保障な
どの政策が有効である」としている。現実的に持続
可能な「地方分散シナリオ」を実現するには，かな
り早い段階から，地方への人口分散，環境課税など
の財政や地域内の経済循環，社会保障の充実，文化
の伝承，再生可能エネルギーの活性化，環境や資源，
雇用，人間の幸福，健康などが必要であるというこ
とがわかる。地域の経済循環を高めるという点で
は，枝廣（2019）も，「国や政府が大きな方向性を打
ち出し，さまざまな政策をつくることはできても，
実際に変化を生み出し，人々の持続可能な開発・発
展を実現するのはそれぞれの地域である。日本が国
として SDGs の実現のためには，日本中の地域でそ
れぞれの地元経済がしっかり回っていることが必要
なのである」と述べている。また，広井（2013）がコ
ミュニティ経済の柱として挙げている 4 つのうちの
1 つ目は「経済の地域内循環」で，ヒト・モノ・カ
ネが地域内で循環するような経済を築いていくこと
が，地域活性化やコミュニティ再生とともに，グロ
ーバル経済の浮沈や不況に対しても強い経済になる
と述べている。

冒頭で確認したように，人口減少とひとことで言
っても，減少の仕方や特徴は地域によって様々であ
る。また，食料やエネルギーといった資源や，経済
活動に必要な仕事などの内容や量も地域によって異
なる。特に都会と田舎ではそれらの特徴は全く異な
ってくる。それぞれの地域の特徴に合わせた小さな
地域経済循環を生み出すには，政府がマクロで対策
をするには限界があり，それぞれの地域が主体的に

取り組んでいく必要があるのは明白である。
政府は各自治体が人口減少社会に向けた政策に乗

り出せるように，2014 年にまち・ひと・しごと創
生法に基づき，日本全体の人口の将来展望を示す

「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と，それ
を踏まえた今後 5 か年の「まち・ひと・しごと創生
総合戦略」を策定した。それを受けて，2015 年度
には各自治体において「地方人口ビジョン」と「地
方版総合戦略」が策定された（藤山，2018）。

策定された「地域人口ビジョン」の活用について
藤山（2018）は次のように指摘している。「多くの自
治体において，「地域人口ビジョン」策定の手法は
あまりに拙速でした。国から年度内での完成を迫ら
れ，焦ったこともあるのでしょうが，長期的な地域
人口の安定を見通していない，あるいは具体的な年
ごとの目標などが提示されていない中途半端なもの
が多くみられました」。さらに，まち・ひと・しご
と創生基本方針は進捗状況を踏まえながら毎年更新
されているが，「ほとんどの自治体は，自治体全体
の「地域人口ビジョン」のみを策定しており，自治
体内の地区ごとの分析は行われていません」，「他の
部門，たとえば地域経済や介護といった部門と連動
した定量的な分析やシミュレーションがほとんどで
きていません」，「「地域人口ビジョン」策定の考え
方が，まだ経済も人口も大きいほうがよいという成
長志向に基づいています」と指摘を重ねている。そ
の上で，「地域人口ビジョンの役割は，単純に地域
人口を増やすことではなく，地域の持続可能性に応
じた適正な人口をどのように実現するかという筋道
を明らかにすることなのです」と述べている。人口
や産業の変化は地域によって大きく異なるため，自
治体ごとに「地域人口ビジョン」を活用するのは良
いことだが，藤山が指摘しているように，活用した
結果が人口を増やすことを政策にしてしまっては根
本的な解決にはならない。地域の人口変化を持続可
能な地域を形成するために必要な経済活動や産業な
どと結びつけて，政策を検討していく必要がある。

これまで見てきたように，人口減少社会により生
じる課題に対する解決策として，女性の出産数を増
やして人口を増やして元に戻すことはもはや現実的
ではない。人口減少をチャンスと捉え，人口が減少
した地域を持続可能な社会にしていくために，経済
循環，地域資源の循環，再生可能エネルギー利用，
まちづくり，文化等の伝承，社会保障などに対する
政策が必要になる。人口減少の仕方や人口減少に伴
う産業の変化などは地域それぞれで異なるため，そ
れぞれの地域が自分たちの将来像について，人口変
化だけでなく，産業や経済の変化と合わせて把握
し，政策を立案していく必要がある。
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3．�未来カルテの新たなパラメーター「単位あたり
投下労働量」

それぞれの地域が将来像を把握するためのツール
として「未来カルテ」がある。まず，地域における
持続可能な経済を考えるうえで，倉阪（2018）は人間
の経済を 4 つの資本基盤に分けて考えている。わた
したちを取り巻く物理的世界を「人」と，人が設計
して作った「人工物」，人が設計していない「物理
的環境」の 3 つに分け，それぞれの構成要素とし
て，他人に有用性（人的サービス）を与えることがで
きる人間の能力を「ひとストック」としての「人的
資本基盤」，人に有用性（人工物サービス）を与える
ことができる学校や病院などのインフラを「ものス
トック」としての「人工資本基盤」，人に有用性（生
態系サービス）を与えることができる自然環境は

「しぜんストック」としての「自然資本基盤」を挙
げている。さらに，人同士のつながりや協力関係，
制度や言語などの「しくみストック」は「社会関係
資本基盤」としている。この 4 つの資本基盤を確保
し，維持・管理していくことが持続可能な社会に欠
かせないマネジメントである。

この 4 つの資本基盤の考え方に基づいて，倉阪は
2017 年 10 月に「未来カルテ」の無料発行プログラ
ムを公開した。「未来カルテ」には，現在の人口減
少・高齢化の傾向が継続した場合の 2040 年の産業
構造や，保育，教育，医療，介護の状況，公共施設・
道路，農地などの維持管理可能性など約 10 分野に
ついて，国勢調査や国立社会保障・人口問題研究所
の人口予測などの各種統計データを用いて，5 年ご
との推移をシミュレーションした結果が掲載され
る。この結果を見れば，各地域における人口減少・
高齢化の実態と課題を基礎自治体レベルで実感する
ことができ，長期的視野で自治体の政策を検討する
ことができる。ここに，新たなパラメーターとして，
教育や介護といった「ひとストック（人的資本基
盤）」や，農業や漁業といった「しぜんストック（自
然資本基盤）」，学校や病院などのインフラを建築す
る「ものストック（人工資本基盤）」に，必要な「単
位あたり投下労働量」を入れることで，地域におけ
る様々な状況が変わった将来において，どれくらい
の労働量が必要なのかということが計算できる。地
域において将来にわたって維持すべき資本基盤量に
応じて必要となるケア労働量がわかれば，持続可能
性の確保という政策を，このケア労働量を確保する
ための政策として具体化させることができる。この
ため，本稿では人的資本基盤，自然資本基盤，人工
資本基盤における「単位あたり投下労働量」につい
てまとめる。
3.1　人的資本基盤における投下労働量

未来カルテにおける人的資本基盤は，保育，教育，
医療，介護の 4 分野において人間の能力が必要なサ

ービスを指す。保育分野では保育士や幼稚園の教諭，
教育分野では小中学校の教員，医療分野では医師，
介護分野では看護・介護職員の数とする。未来カル
テのパラメーターとするため，ここでは園児，児童，
生徒，患者，介護施設入所者 1 人をケアするのに必
要な人数を「単位あたり投下労働量」として，それ
ぞれの人数を「制度的な基準」と「統計的なデータ」
から算出する。制度的な基準は法律等で定められて
いる人数となるため，サービスを提供する上で最低
限必要な人数となる。「統計的なデータ」は現時点
で入手できる最新の統計等のデータを用いて，現在
の労働量の全国平均を算出した。また，比較対象と
して「未来カルテ」における 2020 年と 2040 年のデ
ータも参照する。それによって，現在の状況と将来
の予測について最低基準と比較することができる。
なお，本稿では全国の値を算出したが，実際には，
地域別の値を算出することも可能であろう。
3.1.1　保育分野

保育園については児童福祉法第 45 条で「厚生労
働大臣は，児童福祉施設の設備及び運営について，
最低基準を定めなければならない」とあり，最低基
準が省令で定められている。「児童福祉施設の設備
及び運営に関する基準」（1948 年）によると，0 歳児
は 3 人に保育士 1 人以上，1，2 歳児は 6 人に保育
士 1 人以上，3 歳児は 20 人に保育士 1 人以上，4，
5 歳児 30 人に保育士 1 人以上とされている。つま
り，制度的には乳幼児 1 人をケアするのに必要な保
育士の数は，0 歳児 0.333 人，1，2 歳 0.167 人，3
歳児 0.050 人，4，5 歳 0.033 人となる。なお，当該
基準においては，保育士の他に嘱託医も必要とある
が数字には含んでいない。また，認可外保育施設は
この基準に該当しない場合がある。ちなみに，厚生
労働省による「保育所等関連状況取りまとめ（平成
31 年 4 月 1 日）」によると，認可・認定の保育所等
の数は 36,345 か所（厚生労働省，2019a），同じく厚
生労働省の「平成 29 年度 認可外保育施設の現況取
りまとめ」によると認可外保育施設は 9,666 か所あ
る（厚生労働省，2019b）。

一方，現状について統計的なデータを参照する。
「保育所等関連状況取りまとめ（平成 31 年 4 月 1
日）」によると，保育所等利用児童数は 2,679,651 人

（0 歳児 5.7％，1，2 歳児 35.2％，3 歳児以上 59.0
％）で，厚生労働省大臣官房統計情報部（2019）の「平
成 29 年社会福祉施設等調査｣ によると，職種別常
勤換算従事者数は，保育士と保育教諭を合わせると
428,845 人（保育士 363,003 人，保育教諭 65,812 人）
である。なお，両データとも認可外保育施設は含ん
でいない。これらによると乳幼児一人のケアに必要
な保育士の数は 0.160 人となる。制度的なデータと
比較すると，1，2 歳児に対する人数とほぼ同じに
なる。0 歳児の 0.333 人には足りていないが，保育
所等利用児童数の年齢別内訳を見ると，0 歳児は
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5.7％しかいないため，制度的な基準を十分満たし
た人数になっていることがいえる。

幼稚園については，学校教育法（1947 年）第 3 条
で「学校を設置しようとする者は，学校の種類に応
じ，文部科学大臣の定める設備，編制その他に関する
設置基準に従い，これを設置しなければならないこと」
とされており，「幼稚園設置基準」によると，職員配
置数は「1 学級あたり専任教諭 1 人」で，「1 学級の
幼児数は，35 人以下が原則」となっている。したが
って，幼児一人当たりの最低基準は 0.029 人となる。

一方，文部科学統計要覧（平成 31 年版）によると
平成 30 年の園児数（3 ～ 5 歳）は 1,207,884 人で，教
諭（主幹教諭，指導教諭，教諭，助教諭）は 78,307
人である（文部科学省，2016）。したがって，一人当
たりは 0.065 人となる。幼稚園においても保育園と
同様に，制度的な最低基準よりも現在はサービス提
供側の人数が多い計算となる。

また，未来カルテを使って試算すると，2020 年
に全国における，幼稚園・児童福祉従事者一人当た
りの幼稚園・保育園在籍者数は，2020 年は 2.94 人
なので，乳幼児一人当たりのケアサービス提供者は
0.340 人となる。2040 年は 2.35 人なので 0.426 人と
なる。したがって，2040 年の社会においても全国
的に見れば，最低基準は十分満たした人数が確保で
きている計算になる。
3.1.2　教育分野

教育分野では小学校と中学校について試算する。
まず，小学校については，公立義務教育諸学校の学
級編制及び教職員定数の標準に関する法律（1958 年）
の第 3 条によれば，1 学級の上限人数が定められて
いる。同学年の児童で編制する学級（単式学級）は
40 人（1 年生含む場合は 35 人），2 以上の学年の児童
で編制する学級（複式学級）は 16 人（1 年生含む場合
は 8 人），特別支援学級は 8 人となっている。学校基
本調査 / 令和元年度（速報）（文部科学省，2019a）によ
ると 2019 年 5 月現在の各学級形態の割合は，単式
学級 81.3％，複式学級 1.7％，特別支援学級 17.0％
で，ほとんどが単式学級であるため，ここでは児童
数を 40 人とする。また，教員数については，学級担
任だけではないため，同法律の第 7 条では，「副校
長，教頭，主幹教諭（養護又は栄養の指導及び管理
をつかさどる主幹教諭を除く。），指導教諭，教諭，
助教諭及び講師（以下「教頭及び教諭等」という。）
の数は，次に定めるところにより算定した数を合計
した数とする」とされ，学級総数に応じて数を乗じ
た人数が定められている（例えば，学級数が 1 ～ 2 な
ら 1.00，3 ～ 4 なら 1.25 を乗じる）。文部科学統計要
覧（平成 31 年版）（文部科学省，2019b）によると，平
成 30 年度の学校数は 19,892 校で，学級数は 273,648
なので，1 校当たりの平均学級数は 13.76 となる。
したがって教員数を出すために乗じる数を仮に学級
数 12 ～ 15 の場合の 1.21 とすると，教員数は 16.65

人となり，1 学級当たり 1.28 人となる。児童 40 人
学級と仮定すると，制度的な基準としては，児童一
人当たりの教員数は 0.032 人となる。

一方，統計的なデータから試算すると，学校基本
調査 / 令和元年度（速報）によると 2019 年 5 月時点
の児童数は 6,368,545 人，教員数（本務者）421,936 人
なので，児童一人当たりの教員数は 0.066 人とな
る。未来カルテを使って試算すると，全国における
教員一人当たりの児童数について，2020 年は 14.36
人なので，児童一人当たりの教員数は 0.070 人とな
り，統計データと類似する。2040 年では 11.10 人な
ので 0.090 人となり，児童一人当たりの教員数は増
える計算になる。制度的な最低基準 0.032 人に対
し，統計的なデータ（現在）0.066 人，2040 年の未来
0.090 人で，十分な数を満たしていることになる。

中学校についても同じように試算する。公立義務
教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関す
る法律（1958 年）によると，1 学級の生徒数は，単式
学級は 40 人，複式学級は 8 人，特別支援学級は 8
人を上限としている。学校基本調査 / 令和元年度

（速報）によると 2019 年 5 月現在の各学級形態の割
合は，単式学級 83.2％，複式学級 0.1％，特別支援
学級 16.7％であるため，ここでも生徒数を 40 人と
する。また，文部科学統計要覧（平成 31 年版）によ
ると，平成 30 年度の学校数は 10,270 校で，学級数
は 118,323 なので，1 校当たりの平均学級数は 11.52
となる。したがって教員数を出すために乗じる数を
仮に学級数 9 ～ 11 の場合の 1.72 とすると，教員数
は 19.81 人となり，1 学級当たり 1.72 人となる。40
人学級と仮定すると，制度的な基準は生徒一人当た
りの教員数は 0.043 人となる。

一方，統計的なデータから試算すると，学校基本
調査 / 令和元年度（速報）によると 2019 年 5 月時点
の生徒数は 3,218,115 人，教員数（本務者）246,835 人
で，生徒一人当たりの教員数は 0.077 人となる。未
来カルテでは教員一人当たりの児童数については，
2020 年は 12.48 人なので，児童一人当たりの教員数
は 0.080 人で，2040 年は 9.55 人で 0.104 人となり，
小学校同様，統計データと未来カルテの 2020 年が
類似しており，制度的な基準と比較して，現状も未
来も数が上回っていることがわかる。
3.1.3　医療分野

医療分野においては医療法施行規則（厚生労働省，
2007）第 19 条で医師の配置基準が定められている。
一般病院における病床区分別の人員配置標準では，
一般病棟入院は患者 16 人に対して医師 1 人，療養
病棟 48 人に対して 1 人，外来は 40 人に対して 1 人
となっている。医師の他に歯科医師，薬剤師，看護
師などもそれぞれ定めがあるが，ここでは医師につ
いてのみ試算する。制度的なデータとして，患者 1
名をケアするのに必要な医師の数の最低基準は，入
院の場合 0.063 人で，外来の場合は 0.025 人となる。
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入院と外来では必要な医師の数が異なる。
統計データを見ると，厚生労働省の平成 29 年患

者調査の概況（厚生労働省，2017a）では，調査日に全
国の医療施設で受療した「推定患者数」を出してい
る。それによると，入院患者は 1,312,600 人，外来
患者は 7,191,000 人である。平成 28 年医師・歯科医
師・薬剤師調査（厚生労働省，2016）によると，医師
の数は平成 28 年 12 月 31 日現在における全国の届
出「医師数」は 319,480 人となっているため，患者
一人当たりの医師の数は，入院は 0.243 人，外来は
0.044 人となる。制度的な基準と比較すると，どち
らも最低基準を上回っていることがわかる。

未来カルテを使って試算すると，全国における医
師一人当たり患者数は入院・外来の区別なく 2020
年は 28 人なので，患者一人当たりの医師数は 0.036
人で，2040 年は 27 人なので 0.037 人となる。制度
的な最低基準と比較すると，外来患者のケアに必要
な人数は満たされているが，入院患者のケアには足
りていないことがわかる。全国的な数字で不足する
見込みであるため，地域ごとにみるとさらに大きく
不足するところも出てくると想定される。
3.1.4　介護分野

介護分野における制度的なデータは，介護老人保
健施設の人員，施設及び設備並びに運営に関する基
準（1999 年）の第 2 条で，介護老人保健施設に置く
べき医師，看護師，介護支援専門員及び介護その他
の業務に従事する従業者員数が定められている。そ
れによると，「看護・介護職員は入所者の数が 3 又
はその端数を増すごとに 1 以上」となっているた
め，入所者 1 名をケアするのに必要な看護・介護職
員は 0.333 人となる。

厚生労働省の平成 29 年介護サービス施設・事業
所調査の概況（厚生労働省，2017b）によると，常勤

換算看護・介護職員一人当たり在所者数は，介護老
人福祉施設が 2.0 人，介護老人保健施設は 2.1 人と
なっている。施設・事業所数は，介護老人福祉施設
が 7,891，介護老人保健施設は 4,322 で，介護老人
福祉施設が保健施設の 1.8 倍あるので福祉施設の値
を使って算出すると，在所者一人当たりの看護・介
護職員数は 0.500 人となる。なお，未来カルテによ
ると，福祉介護事業者あたり介護受給者数は，2020
年は 3.2 人なので受給者一人当たりの福祉介護事業
者は 0.313 人となり，2040 年は 4.5 人で 0.022 人と
なり，制度的な最低基準を下回ることが予想できる。
3.1.5　小括

人的資本基盤の各 4 分野におけるケアする一人当
たりの投下労働人数を表 1 にまとめた。未来カル
テ用のパラメーターとしては，最低基準を維持する
のであれば「制度的なデータ」を使用し，現状のサ
ービス品質を維持するのであれば「統計的なデー
タ」の数字を使うのが良いのではないかと考える。

また，分野ごとのデータを比較すると，保育分野
と教育分野では，園児または児童生徒一人当たりの
保育士または教諭の人数は，現時点も未来でも制度
的な最低基準を上回り，全国的にみればケアする側
の人数を確保できている状態といえる。しかし，医
療分野では 2040 年には入院患者をケアする医師の
数が不足するほか，介護分野では 2020 年には最低
基準を下回り，2040 年には更に大きく下回り，全
国的な人手不足となることが予想される。なお，こ
の統計データと未来カルテのデータは全国の値を使
用しているため，地域ごとには充足度合いは異な
る。そのため，保育，教育，医療（外来）分野におい
ても最低基準を下回る地域が出ることが推測できる。
3.2　自然資本基盤における投下労働量

自然資本基盤として未来カルテに沿って農業，漁

表 1　人的資本基盤におけるケアを受ける一人当たりの人数．（単位：人）

分野 定義
制度的データ 統計的データ 未来カルテ

最低基準 現状 2020 年 2040 年

保育
保育所等の園児一人当たりの保育士数 0 歳 0.333，1,2 歳 0.167

3 歳 0.050，4,5 歳 0.033 0.160
0.340 0.426

幼稚園の園児一人当たりの教諭数 0.029 0.065

教育
小学校の児童一人当たりの教諭数 0.032 0.066 0.070 0.090

中学校の生徒一人当たりの教諭数 0.043 0.077 0.080 0.104

医療
入院患者一人当たりの医師数 0.063 0.243

0.036 0.037
外来患者一人当たりの医師数 0.025 0.044

介護 介護施設入所者一人当たりの看護・介護職員数 0.333 0.500 0.313 0.022

法令等及び文部科学省，厚生労働省の以下のデータより著者作成．
保育： 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（1948），保育所等関連状況取りまとめ（平成 31 年 4 月 1 日）（厚生労働省，2019），

平成 29 年社会福祉施設等調査（厚生労働省大臣官房統計情報部，2019），学校教育法（1947），幼稚園設置基準（1956），文
部科学統計要覧（平成 31 年版）（文部科学省，2019b）．

教育： 公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（1958），学校基本調査 / 令和元年度（速報）（文部科
学省，2019a），文部科学統計要覧（平成 28 年版）（文部科学省，2016）．

医療： 医療法施行規則（厚生労働省，2007），平成 28 年（2016 年）医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省，2016），平成 29 年
（2017）患者調査の概況（厚生労働省，2017a）．

介護： 介護老人保健施設の人員，施設及び設備並びに運営に関する基準（1999），平成 29 年介護サービス施設・事業所調査の
概況（厚生労働省，2017b）．
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業，畜産業，林業の 4 分野を扱う。自然資本基盤は
人的資本基盤のように法律などで労働人数が定めら
れていないので，ここでは，農業は作付面積 10 a 当
たりの労働時間，漁業は生産量当たりの労働人数，
畜産業は一頭羽当たりの労働時間，林業は山林面積
1 a 当たりの労働量（時間または経営体）を，単位当
たりの投下労働量として統計データから算出する。
3.2.1　農業分野

農林水産省が公表している農産物生産費統計調査
（農林水産省，2018a）の農産物生産費（個別経営）と農
産物生産費（組織法人経営）を参照し，10 a 当たりの
労働時間（全国）について表 2 にまとめた。米のみ
最新データが平成 29 年で，大豆，そば，原料用か
んしょ，原料用ばれいしょ，さとうきび，てんさい，
麦類，なたねは平成 30 年であった。野菜，果樹，
花きについては，農業経営統計調査（農林水産省，
2018b）の平成 29 年営農類型別経営統計（個別経営）
を参照し，作付延べ面積と自営農業労働時間のデー
タから，10 a 当たりの労働時間を算出して表 3 に
まとめた。野菜と花きについては露地作と施設作に
分かれている。「花き」は観賞用の植物で具体的に
は切り花，鉢もの，花木類，球根類，花壇用苗もの，
芝類，地被植物類をいう。なお，野菜と果樹は作付
面積が大きい方が効率が上がるため，全国平均と大
規模では労働時間が大きく異なる。野菜作における

「大規模階層」とは，露地野菜作は作付延べ面積規
模 5.0 ha 以上階層，施設野菜作は作付延べ面積規
模 1 万 m2 以上階層を指す。そのほか，「水田作」
と「畑作」という区分がある。「水田作」は，稲，
麦類，雑穀，いも類，豆類，工芸農作物の販売収入
のうち，水田で作付けした農業生産物の販売収入が
他の営農類型の農業生産物販売収入と比べて最も多

い経営のことで，「畑作」は稲，麦類，雑穀，いも類，
豆類，工芸農作物の販売収入のうち，畑で作付けし
た農業生産物の販売収入が他の営農類型の農業生産
物販売収入と比べて最も多い経営のことをいう。本
稿では，平均的な値を掲げることにとどめたが，農
業分野については作物の種類や作付面積によって労
働時間が大きく異なるため，実際には，作付け作物
別や作付け面積別，地域別の数値を用いることが望
ましい。
3.2.2　漁業分野

漁業分野については農業のように労働時間に関す
るデータがなかったため，生産量あたりの人数を算
出することにした。まず，農林水産省が公表してい
る漁業構造動態調査の平成 29 年漁業就業動向調査

（農林水産省，2018c）によると，全国の漁業就業者数
は 153,490 人で，海面漁業生産統計調査（農林水産
省，2018d）の平成 29 年漁業・養殖業生産統計によ
ると，全国の漁業・養殖業生産量は 4,306 千 t となる
ため，漁業就業者一人当たりの生産量は 28.05 t で，
生産量（千 t）当たりの人数は 35.6 人となる。
3.2.3　畜産業分野

畜産業分野については農業経営統計調査の平成
29 年営農類型別経営統計（組織法人経営編）と同（個
別経営編）（農林水産省，2018b）を参照し，全国平均
の 1 経営体または 1 組織当たりの飼養頭羽数と農業
投下労働時間から一頭羽当たりの労働時間を算出し
表 4 にまとめた。なお，個別経営のブロイラーは
飼養羽数のデータがなかったため，算出できなかっ
た。その結果，畜産業の中でも牛が豚と鶏に比べて
労働時間が圧倒的に多いことがわかった。牛の中で
も個別経営の繁殖牛（肉用牛）が 180 時間で最も多い
が，酪農（搾乳牛）も個別経営と組織経営の両方で

表 2　�農業分野における 10 a 当たりの労働時間． 
（全国：米類）

分類 分類詳細 10 a 当たり労働時間
（時間）

米
個別経営 23.7

組織法人経営 15.3

大豆
個別経営 6.4

組織法人経営 6.5

麦類

小麦（個別経営） 3.4

小麦（組織法人経営） 3.7

二条大麦（個別経営） 5.1

六条大麦（個別経営） 3.8

はだか大麦（個別経営） 7.0

そば 3.1

原料用かんしょ 59.4

原料用ばれいしょ 8.5

さとうきび 40.4

てんさい 12.6

なたね 5.1

農産物生産費統計調査（農林水産省，2018a）より著者作成．

表 3　�農業分野における 10 a 当たりの労働時間． 
（全国：野菜，果樹，花き）

分類 10 a 当たり労働時間
（時間）

水田作
平均 48.1

20 ha 以上 14.5

畑作
平均 48.4

北海道 40 ha 以上 7.9

都府県 10 ha 以上 37.1

露地野菜作
平均 282.0

大規模階層 99.9

施設野菜作
平均 1209.0

大規模階層 462.6

果樹作
平均 305.4

3 ha 以上 171.6

露地花き作 509.3

施設花き作 1393.7

農業経営統計調査（農林水産省，2018b）より著者作成．



岡山・倉阪：持続可能な地域の実現に必要なケア労働量

192

100 時間を超えていることがわかった。
3.2.4　林業分野

林業分野については，農林水産省（2014）平成 25
年度林業経営統計調査報告の「林業経営体の林業経
営収支等（全国）」を参照した。5 年周期の調査であ
るためこれが最新版となる。この調査は家族経営に
より林業を営む経営体であって，次のいずれかに該
当する 312 経営体を対象としている。（1）保有山林
面積が 50 ha 以上であって，林木に係る施業（育林，
伐採及び素材生産）を行っていること。（2）保有山林
面積が 20 ha 以上 50 ha 未満であって，過去 1 年間
の林木に係る施業労働日数が 30 日以上であるこ
と。この調査によると，1 経営体当たりの平均保有
山林面積は 9,820 a で，総投下労働時間は 645 時間
であるため，1 a 当たりの労働時間は 0.066 時間と
なる。

また，2015 年農林業センサス報告書（農林水産省，
2015）によると，林家（保有山林面積が 1 ha 以上の世
帯）の数は 828,973 戸で，保有山林面積 517,479,300 a
であるため，1 a 当たりの林家数は 0.0016 戸とな
る。一方で，林業経営体（①保有山林面積が 3 ha 以
上かつ過去 5 年間に林業作業を行うか森林経営計画
又は森林施業計画を作成している，②委託を受けて
育林を行っている，③委託や立木の購入により過去
1 年間に 200 m3 以上の素材生産を行っている，のい
ずれかに該当する者）は，87,284 経営体あり，保有
山林面積は 437,337,442 a で，1 a 当たりの経営体数
は 0.0002 経営体となる。林家か林業経営体かによっ
て 1 a 当たりの必要労働量が異なることがわかった。
3.2.5　小括

本節では自然資本基盤の 4 分野において，単位あ
たりの投下労働量を統計的なデータから算出した。
農業分野は作物の種類ごとに 10 a 当たりの投下労
働時間を算出したものの，作物の種類や作付面積規
模，露地か施設作かなどの違いによって労働量は大

きく異なった。畜産業分野や林業分野においても個
別経営か組織経営かによって労働量に差があること
がわかった。未来カルテのパラメーターとしては，
品目などの種類別，地域別の数字を使用することが
望ましい。
3.3　人工資本基盤における投下労働量

未来カルテにおいて人工資本基盤は本庁舎や学
校，病院などの公有財産・道路・住宅の建物床面積
や維持管理費などを算出している。ここでは，2017
年度に受注された建築工事を対象とした建設資材・
労働力需要実態調査（建築部門）（国土交通省，2019）
を参照した。それによると，全国の建設投資推計区
分に対応する金額原単位において，請負工事費 100
万円当たりの就業者は，建築総合で 8.07 人日，住
宅だと 9.12 人日，非住宅で 6.78 人日であった。建
築着工統計区分（構造別）に対応する面積原単位は，
建築延べ床面積 10 m2 当たりの就業者は構造総合で
19.96 人日，木造だと 19.87 人日，鉄骨鉄筋コンクリ
ート造で 20.67 人日，鉄筋コンクリート造で 24.19 人
日，鉄骨造で 18.10 人日であった。住宅か非住宅か，
または，木造かコンクリート造かで単位あたりの労
働人数は変わってくることとなり，また，大規模改
修などの原単位は得られていないが，この値を手が
かりに人工資本基盤のケア労働原単位にアプローチ
することができそうである。

4．おわりに

日本は 2018 年の総人口減少率や生産年齢人口数
が過去最低となる一方，70 歳以上が初めて 2 割を
超えるなど，深刻な人口減少・高齢化社会を迎えて
いる。人口減少によって生じる様々な問題に対し
て，子どもを増やすという方法では解決しきれない
こと，また，国全体の政策として取り組む方法では，
それぞれの地域における人口の減少の仕方にある特

表 4　�畜産経営の農業経営概況．　1 経営体 / 組織当たり．（全国）

飼養頭羽数
（頭・羽）

農業投下労働時間
（時間）

一頭羽当たりの労働時間
（時間）

個別経営

酪農 47.3 6,524 137.9

繁殖牛 15.5 2,799 180.6

肥育牛 107.7 4,226 39.2

養豚 1,026.8 5,925 5.8

採卵養鶏 14,791.0 7,116 0.5

ブロイラー － 4,818 －

組織経営

酪農 201 21,172 105.3

繁殖牛 205.0 13,679 66.7

肥育牛 1,112.0 20,720 18.6

養豚 9,738.0 40,063 4.1

採卵養鶏 163,369.0 592,211 3.6

ブロイラー 51,323.0 10,641 0.2

農業経営統計調査（農林水産省，2018b）より著者作成．
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徴や産業・経済・資源などの特徴を汲み取ることが
できない。人口減少をチャンスと捉え，人口が縮小
する中で地域において経済循環を生み出し，持続可
能な社会を築いていくためには，それぞれの自治体
で資本基盤の現状と将来残すべき資本基盤量に応じ
た将来のケア労働充足率を推計し，それぞれの地域
独自の政策を進める必要がある。
「未来カルテ」は基礎自治体レベルの産業構造の

変化や，公共施設，農地の維持管理など，約 10 分
野の項目をシミュレーションし，2040 年までの予
測を表示することで，自治体が「人口減少・高齢化」
のインパクトを実感できるツールである。この未来
カルテに，それぞれの分野で必要な「単位あたり投
下労働量」を新たなパラメーターとして入れること
ができれば，それぞれの地域で将来維持すべき資本
基盤量に応じて必要となるケア労働量の計算が可能
となり，その労働量を確保するための政策を検討す
ることができると考えた。そこで，本稿では統計デ
ータ等を参照して，人的資本基盤，自然資本基盤，
人工資本基盤における「単位あたり投下労働量」に
ついて算出した。

人的資本基盤（保育・教育・医療・介護）について
は，法規制などの制度的なデータと統計データの数
字から算出した。その結果，パラメーターとしては，
労働量の最低基準を維持するのであれば「制度的な
データ」を使用し，現状のサービス品質を維持する
のであれば「統計的なデータ」の数字を使うのが良
いのではないかと結論づけた。なお，制度的データ
と未来カルテのデータを比較すると，医療分野では
2040 年には入院患者をケアする医師の数が不足す
るほか，介護分野では 2020 年には最低基準を下回
り，2040 年には更に大きく下回り，全国的な人手
不足となることが予想されるため，早急な対策が必
要である。

自然資本基盤（農業，漁業，畜産業，林業）につい
ては，最新の統計データを用いて，農業は作付面積
10 a 当たりの労働時間，漁業は生産量（千 t）当たり
の労働人数，畜産業は一頭羽当たりの労働時間，林
業は山林面積 1 a 当たりの労働量（時間または経営
体）を算出した。しかし，種類や規模，経営主体に
よって労働量に大きな差が生じることがわかり，地
域別，作付け品目別などのパラメーターが求められ
ることになる。

人工資本基盤は建設請負工事費や建築延床面積当
たりの，木造・コンクリート造別の就業者人日を算
出することができた。この値をベースに，人工資本
基盤を維持するために必要となる労働量を把握する
ことができる。

これから迎える人口減少社会においては，働く意
思と働く能力がある人全員が仕事に就いている「完
全雇用」という状態はあたりまえとなり，ひとスト
ック，しぜんストック，ものストックを維持してい

くための「完全ケア」を目指すべきである。地域の
経済政策は，完全ケアのためにどの程度の人手が不
足するのかを把握し，人手不足を解消することを目
標にしていくべきである。そのために，本稿で論じ
た「完全ケア」に必要な「単位あたり投下労働量」
を未来カルテのパラメーターとして使用し，地域別
にケア労働の将来にわたっての充足が検討できる情
報基盤を提供していくこととしたい。
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